
要配慮者利用施設の所有者・管理者の皆さまへ

避難確保計画の作成・避難訓練の実施について
～要配慮者利用施設における円滑かつ迅速な避難のために～

「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第３１号）」の施行により、要配慮
者施設の避難体制の強化を図るため『水防法』及び『土砂災害防止法』が令和３年７月１５日に改正されま
す。（公布：令和３年５月１０日 施行：令和３年７月１５日）

※土砂災害防止法の正式名称は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」です。

避難確保計画の作成１
 「避難確保計画」とは、水害や土砂災害が発生するおそれがある場合における
利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定めた計画です。
➣防災体制 ➣避難誘導 ➣施設の整備 ➣防災教育及び訓練の実施

➣自衛水防組織の業務（※水防法に基づき自衛水防組織を置く場合）

➣そのほか利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置 に関する事項

 避難確保計画が実効性あるものとするためには、施設管理者等の皆さまが主体的
に作成いただくことが重要です。

 作成した避難確保計画は、職員のほか、利用者やご家族の方々も日頃より確認す
ることができるよう、その概要などを共用スペースの掲示板などに掲載しておく
ことも有効です。

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設※の管理者
等は、避難確保計画の作成・避難訓練の実施に加え、市長への報告
が義務となります。※市地域防災計画にその名称及び所在地が定められた施設が対象です。

※「避難確保計画の作成の手引き」を国土交通省
水管理・国土保全局のホームページに掲載してい
ますので、計画作成の参考としてください。



避難訓練の実施２

 避難確保計画を作成・変更したときは、遅滞なく、その計画を市長へ報告する必
要があります。

 避難訓練を実施したときは、その結果を市長へ報告する必要があります。

 避難確保計画を作成しない要配慮者利用施設の管理者等に対して、市長が必要な指示をする場合があります。
 正当な理由がなく、指示に従わないときは、市長がその旨を公表する場合があります。
 避難確保計画作成・変更の報告、避難訓練実施の結果報告に対して、市長が必要な助言や勧告をする場合がありま

す。

市長への報告３

 避難確保計画に基づいて避難訓練を実施します（原則として年1回以上）。
職員のほか、可能な範囲で利用者の方々にも協力してもらうなど、多くの方々が
避難訓練に参加することで、より実効性が高まります。

 ハザードマップを活用するなどして、水害や土砂災害に対して安全な場所へ速や
かに避難するなど、浸水想定区域や土砂災害警戒区域などの地域の災害リスクの
実情に応じた避難訓練を実施することが重要です。

 訓練は、情報伝達訓練や避難経路を確認する訓練、持ち出し品を準備する訓練、
図上訓練等、比較的取り組みやすい訓練から実施する方法や、全ての訓練を一度
に行うのではなく、別日に分けて実施する方法などがあります。

避難体制のより一層の強化のために、関係者が連携して取り組むことが重要です！！

計画の作成にあたって

避難場所やハザードマップに関すること

避難確保計画作成の手引きや法改正に関すること

【国土交通省 要配慮者利用施設】で検索→「（要配慮者利用施設の浸水対策）_国土交通省」
URL：https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-gensai-suibou02.html

八幡市総務部危機管理室危機管理課 ０７５ʷ９８３ʷ３２００
※メールでのお問合せも受け付けております⇒kikikanri@mb.city.yawata.Kyoto.jp


